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 論文内容の要旨
 本論文は, 国際法上の違法行為の中で法的に最も重大な帰結をもたらすものの1つとし
 て位置づけられてきた 「侵略」 について, 同概念の歴史的な形成過程を分析するとともに,
 「侵略」 概念がいかなる形で実定国際法上の概念として確立するに至ったかを検証し, こ
 の概念が国際刑事裁判所の設立といった現代国際法の新たな発展の文脈の中で有する法
 的な意義及び効果等について考察を行ったものである。
 まず本論文の第一章では, 国際法上の違法行為としての 「侵略」 概念形成のいわば前史
 となる 「国際犯 罪」概念の登場とその展開について, 特に戦闘期の国際連盟規約の時代ま
 での国際法における 「国際犯罪」 概念の形成過程が分析される。 次の第二章では, 以上の
 ような国際法上の 「国際犯罪」 概念の形成を前提として, 「侵略」 戦争概念が国際法上確
 立する過程が詳細に検討されている。 そこでは, 国際連盟期における連盟規約, ジュネー
 ヴ議定書, ロカルノ条約, 不戦条約, 1933 年の侵略の定義に関する条約, ラテンアメリ
 カ不戦条約等の 「侵略」 に関連する多くの実定国際法規定, 戦間期における国家実行, さ
 らに国連憲章起草過程における 「侵略」 戦争禁止理念の形成過程等が丹念に分析されてい
 る。
 第三章では, 国連憲章第7章の冒頭に置かれた憲章 39 条の規定する 「平和に対する脅
 威」 「平和の破壊」 「侵略行為」 という3つの違法行為類型に関する国連安保理による認定
 の実例が数多く検討されるとともに, これらの違法行為の認定がもた らす法的効果につい
 ての分析が行われている。 筆者は, この部分での詳細な検討の中から, 憲章 39 条の規定
 する 「侵略行為」 の認定は, 「平和に対する脅威」, さらにとりわけ 「平和の破壊」 の連続
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 線上にあるものであり, 特に後者の概念と 「侵略行為」 との問には国連の実行においては
 明確な区別が見られないことを指摘する。
 第四章では, 国連発足後における 「侵略」 の定義の明確化のための国際社会でのさまざ
 まな努力が取り上げられている。 そこでは, 実定国際法上の諸規定とともに, 国連国際法
 委員会 (ILC) における 「人類の平和と安全に関する罪の法典草案」 の起草及び審議の過
 程, さらに 1974 年の侵略の定義に関する国連総会決議 3314 (XXIX) として結実する国
 連総会における 「侵略」 の定義の明確化のための諸活動が具体的に取り上げられ, 綿密に
 検討されている。 特に筆者は, この 1974 年の総会決議が 「侵略」 の定義に関する長年の
 議論に一定の結論を出 したことを評価するとともに, そこで積み残された問題点を整理し
 て指摘している。
 次の第五章では, 国連憲章第8章の下で国際の平和と安全の維持のために一定の役割を
 果たすべきことが予定されている地域的機関及び地域的取極が, 「侵略」 という事態に対
 していかなる機能を実際に果た しているかについて, 欧州連合 (EU) や北大西洋条約機
 構 (NATO) の最近の活動を対象に分析を加えている。 さらに第六章では, 「侵略」 に関係
 する国際裁判について, ニュール ンベルク国際軍事裁判及び極東国際軍事裁判における
 「平和に対する罪」 の認定, 国際司法裁判所 (ICJ) のニカラグア事件判決における 「侵
 略」 の認定等を具体的素材と して分析を加えている。
 1974 年の侵略の定義に関する国連総会決議 3314 (XXD() の採択で一応決着をみた 「侵
 略」 の定義をめぐる 問題が, 国際社会において再び脚光を浴びることとなったのは, 1990
 年代後半以降の国際社会における民族紛争等による非人道的行為に有効に対処するため
 に要請されることとなった国際人道法の新たな発展と国際刑事裁判所 (ICC) 設立等の動
 きに関連してであった。 本論文の第七章以下の部分は, このような現代国際法の新たな展
 開に対応 した 「侵略」 の定義をめぐる近時の動向について考察を行うものである。 第七章
 では』 国際刑事裁判所規程採択のために開催された 1998 年のローマ外交会議における 「侵
 略」 の定義に関する議論が検討されている。 ローマ会議では, ICC が裁判管轄権を有する
 4つの犯罪類型の中の1つと して同規程上は r侵略の罪」 が規定されなが ら, その実際の
 適用は延期されるという妥協が図られたわけであるが, ここで筆者は, ICC の独立性やい
 わゆる補完性原則等に照らしながらこの問題について検討を加えている。 第八章では, 近
 時国際法上活発な議論の対象とされている 「人道的介入」 概念について, これが 「侵略」
 との関係でいかなる法的意味を持ちうるかにっき, 近時のいくつかの具体的事例の分析を
 通 じて検討がなされている。
 最後に筆者は, 第九章において, 「侵略」 の定義との関係で問題となるいくっかの重要
 な現代的課題を指摘 し, 国連憲章第7章の実効的な履行確保の問題等にみられる国連の限
 界, 国際的司法裁判制度の充実とその限界等の問題について考察を加える。 その上で筆者
 は, 本論文の結びにあたる第十章において, r侵略」 の定義をめぐる現代的諸課題に対処
 するための具体的ないくつかの提言を行っている。 そこでは, 例えば, 侵略の定義に関す
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 る新たな多数国間条約の締結, ICC による 「侵略の罪」 に対する管轄権の行使, 侵略に即
 応するための国連緊急対応部隊の創設, 侵略防止のための地域的機構・地域的取極の発達
 及び相互協力関係の強化, ILC による 「人類の平和と安全に対する罪の法典草案」 の条約
 採択, 侵略と国家責任の関係の明確化, 軍縮及び武器輸出入の国際管理の確立等が指摘さ
 れている。
 論文審査結果の要旨
 国際法上の 「侵略」 概念については, 国際法における戦争の違法化及び武力不行使義務
 の確立という現代国際法の最も重要な基本原則と直接的に関連する問題であるにもかか
 わらず, これまでわが国の学界においては, これが正面から研究の直接のテーマと して取
 り上げられることが比較的少なく, 研究の蓄積が必ず しも十分ではなかった領域である。
 それには, いくつかの要因があるものと推察されるが, 例えば 「侵略」 の定義自体につい
 ては, 1974 年の国連総会決議の採択等で既に一定の決着をみており, 学問的に新たな知
 見が得られるとは必ず しも考えられてこなかったこと等が挙げられよ う。 本論文の最大の
 特徴は, 「侵略」 をめぐる国際法上の問題をより幅広い視座から捉えなおし, 国際連盟期
 から国連発足後現代に至るまでの長い歴史的過程の中で, 数多くの国家実行や国際判例,
 条約規定や決議等を詳細に分析するとともに, 国際刑事裁判所の発足にみられるような国
 際法の新たな展開の文脈の中でこれを再評価 した点にあるということができよ う。 従来の
 わが国の国際法学においては, 戦争違法化と武力不行使義務の確立に関する歴史的研究,
 国連憲章第 7 章とりわけ憲章 39 条の規定する3つの違法行為類型の認定に関する研究,
 第2次世界大戦直後に設立された2つの国際軍事裁判所に関する研究, そ して最近の国際
 刑事裁判所設立等の動向に関する研究等が個別に蓄積されてきたが, 本論文は, これら従
 来は別個の分野として扱われてきた諸問題を, 「侵略」 の定義という1っの統一的な視点
 からいわば横断的に再構成 して検討を行ったものであり1 とのような斬新な視座からの理
 論的考察は学問的に高く評価することができよう。 また, 本論文においては, 極めて多く
 の国家実行や条約規定, 国際判例, 各国の国内立法等が綿密 に分析されてお り, そ の詳細
 な実証的研究方法も高く評価することができる。 以上のような点から, 本論文がこの分野
 での先駆的研究と してわが国において重要な学問的意義を有するものであること は疑い
 得ないところである。
 もっとも, 本論文にも指摘すべき点がないわけではない。 本論文では, どちらかといえ
 ば個別の事例の実証的分析に力点が置かれており, 「侵略」 の定義の歴史的発展とその現
 代的展開が国際法理論全体の中で どのように位置づけられ, また国際法体系自体に どのよ
 うな変容を促す契機になるのかといった理論的視点か らの考察には, 若干物 足りない部分
 も感じられる。 しか し, 本論文の後半や結論の部分等では国際法に関する理論的視座から
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 の鋭い提言や考察等が展開されており, 筆者の国際法研究者と しての非常に優れた資質を
 裏付けるものとなっている。 本論文で示された筆者の国際法研究者と しての能力及び資質
 に鑑みれば, 筆者が将来においてわが国の国際法研究の重要な担い手の一人となるであろ
 うことは想像に難く ない。
 以上により, 本論文は, 博士 (法学) の学位を授与される水準に十分達しているものと
 認められる。
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